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緊急対応期
■ボランティア滞在拠点
■支援物資の輸送拠点

復興期
■避難者の疎開先
　・空き家、間借り
　・仮設住宅
　・交流施設

■交流施設の活用
■農業や行事の担い手確保
■ボランティア学生の受け入れ

いつも
交流を通じた地域活性化 もしも

地震発生後

平山地区
猪野々地区

平山地区
猪野々地区

香美市
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調 査 目 的

　今後 30 年以内に起こる可能性が高いとされる南海地

震では、沿岸部への津波被害・地盤沈下による長期浸水

などにより避難所不足が想定されます。一方、中山間地

域は震災時の津波の影響はないとされていますが、過疎

化の深刻化が叫ばれています。

　そこで現在、平時から都市部と中山間地域との交流を

図ることで、中山間地域の避難所整備を図るとともに、

疎開の受け入れ先の確保と地域活性化を同時進行で進め

る仕組みづくりを提案しております。この仕組みを政策

提言するにあたり、地域の現状を調査するためのアンケー

ト調査を実施しました。
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ア ン ケ ー ト02
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（　　　　　　　　　　　　）

（１）世帯情報についてお聞かせください
　　1. 家族構成をお聞かせください。
　　　（人数　　名　同居家族　　　　　　　離れて暮らす家族　　　　　　　　）

　　2. 離れて暮らす家族が疎開してくる可能性はありますか？
　　　（Yes./ わからない /No.）

　　3. ご家族の職業をお聞かせください。
　　　（農林業　サラリーマン　無職　自営業　その他）

　　4. 田畑を所有していますか？　（Yes./No.）

　　5. 作物を作っていますか？　（作っている　作物名　　　　　/ 作っていない）

（２）都市住民との交流についての質問です。
　　1. 最近、平時は農業を通じて交流し、被災時に都市からの避難者を地域で受け入れ

る取組みが盛んになってきています。これらの地域間交流をこの地区でも進めた
いですか？

　　　（Yes. / わからない /No.）

　　2. 都市住民との交流を通して、何を期待しますか？

（３）自分の身を守るための家屋改修についての質問です。
　　1. 現在、生活している住居は耐震補強していますか？
　　　（Yes./ わからない /No.）

　　2. 補助があれば改修しますか。　（Yes./No.）
　　　どの程度の補助があれば改修しますか。
　　　（全額自腹 / 半額負担 / 負担なし / 分からない）

（４）地震発生から 1 カ月後、疎開先として被災者の受け入れについてお聞かせください。
（日常生活に支障がない被災レベルで、受け入れ相手の食糧支援は必要ない場合を
前提としてお聞かせください）

　　1. 被災者受け入れを要請された場合、受け入れられるかどうかをお聞かせください。
　　　（可能 / 援助があれば可能 / 受け入れたいが不可能 / 不可能）
　
※（援助があれば可能及び受け入れたいが不可能と回答された方に質問です。）
　　2. 受け入れは誰の意思で決めますか？　（　　　　）

　　3. 改修無しで、受け入れ可能なスペースはありますか？
　　　（Yes（母屋 / 離れ / その他） / No）

　　4. 改修すれば利用できるスペースはありますか？　
　　　（Yes（母屋 / 離れ / その他） / No）

　　5. どの程度の改修が必要ですか？
　　　（片付け / 床 ･ 壁などの貼りかえ / 屋根などの大規模改修）

　　6. どの程度まで補助があれば改修しますか。
　　　（全額自腹 / 半額負担 / 負担なし）

　　7. 受け入れ可能な人数をお聞かせください。　（　　　名）

　　8. どれぐらいの期間なら受け入れ可能ですか？
　　　（2.3 日 /1 週間 /1 ヶ月 / 半年 / それ以上）

　　9. どのような関係性まで受け入れ可能ですか？
　　　（親族　　友人　　顔見知り　　見知らぬ他人）
　
　 10. 被災者受け入れの要請が以下の組織等からあった場合、受け入れに応じますか？
　　　（県や市役所 / 地域の知り合い / 親戚）

　 11. 受け入れに当たって不安な点 / 欲しい支援についてお聞かせください。

　　　　　　　　　　不安な点　　　　　　　　　　　　欲しい支援
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平山地区、平山周辺地区
集落調査報告書03

調査目的 
　香美市土佐山田町平山地区、平山周辺地区（東川、曽我部、大法寺）
の被災者受け入れについての住民の受け入れ態勢および意識につい
ての集落実態調査を行い防災拠点作りに向けての基礎資料とするも
のである。

調査対象地域
　香美市土佐山田町平山地区、平山周辺地区（東川、曽我部、大法寺）

調査方式
　世帯アンケート調査および集落運営グループヒアリング

　（ア）世帯アンケート調査
　　a. 調査方法
　　　・各世帯に対するアンケート及びヒアリング調査
　　b. 調査日時
　　　平成 24 年 1 月 21・22 日・29 日
　　　（有効回答者 79 世帯／ 133 世帯　回収率 59％）
　　c. 調査内容
　　　・被災者受け入れについての意識調査
　　　・各世帯における受け入れ可能人数の調査
　　　・［通常時の］都市住民受け入れについての受容性調査
　　　・補助金を活用した耐震補強の意向

　（イ）集落運営グループヒアリング調査
　　a. 調査方法
　　　・集落を運営する寄り合いに対するヒアリング調査
　　b. 調査内容
　　　・被災者受け入れについての意識調査
　　　・空家や避難所などの居住空間の調査
　　　・有事に備えた都市部との交流事業についての意識調査

猪野々地区
集落調査報告書

調査目的 
　香美市香北町猪野々地区の被災者受け入れについての住民の受け
入れ態勢および意識についての集落実態調査を行い防災拠点作りに
向けての基礎資料とするものである。

調査対象地域
　香美市香北町猪野々地区

調査方式
　世帯アンケート調査および集落運営グループヒアリング

　（ア）世帯アンケート調査
　　a. 調査方法
　　　・各世帯に対するアンケート及びヒアリング調査
　　b. 調査日時
　　　平成 24 年 2 月 19 日・21 日・22 日
　　　（有効回答者 60 世帯／ 107 世帯　回収率 56％）　
　　c. 調査内容
　　　・被災者受け入れについての意識調査
　　　・各世帯における受け入れ可能人数の調査
　　　・［通常時の］都市住民受け入れについての受容性調査
　　　・補助金を活用した耐震補強の意向

　（イ）集落運営グループヒアリング調査
　　a. 調査方法
　　　・集落を運営する寄り合いに対するヒアリング調査
　　b. 調査内容
　　　・被災者受け入れについての意識調査
　　　・空家や避難所などの居住空間の調査
　　　・有事に備えた都市部との交流事業についての意識調査

東川 58　曽我部川 34　大法寺 28



　　　　　　　　 度　数　　パーセント
 平　山 29 36.7
 東　川 31 39.2
 曽我部川 11 13.9
 大法寺 8 10.1
 合　計 79 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 独　　　居 13 16.5
 二人暮らし 23 29.1
 三人暮らし 20 25.3
 四人暮らし 4 5.1
 五人以上と同居 10 12.7
 無　回　答 9  11.4
 合　計 79 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 農林業 11 13.9
 会社員 8  10.1
 無　職 20 25.3
 自営業 13 16.5
 その他 17 21.5
 無回答 10 12.7
 合　計 79 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 独　　　居 16 26.7
 二人暮らし 21 35.0
 三人暮らし 11 18.3
 四人暮らし 3 5.0
 五人以上と同居 3 5.0
 無　回　答 6  10.0
 合　計 60 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 農林業 22 36.7
 会社員 5  8.3
 無　職 19 31.7
 自営業 1 1.7
 その他 6 10.0
 無回答 7 11.7
 合　計 60 100.0

〈調査世帯の内訳〉

表 1：家族構成

表 2：世帯主の職業

表 1：家族構成

表 2：世帯主の職業
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― 二世代居住が比較的多い、年金中心の生計地区 ―

同居人数を見ると、独居（16.5%）、二人暮らし（29.1%）が多いものの、三人以
上と同居する世帯が過半数を占めており、調査対象地区は、二世帯同居世帯が比較
的多いと考えられる。

世帯主の職業をみると、無職（25.3%）、その他（21.5%）、無回答（12.7%）が多
くなっており、実態としては、調査回答世帯の過半数が年金等による生活者である
と考えられる。

1 調査世帯の概要

― 独居・高齢者二人暮らしが多く、年金と農業が所得の中心 ―

　

同居人数を見ると、独居（26.7%）、二人暮らし（35.0%）が多くなっており、調
査対象地区では高齢者の独居もしくは夫婦二人暮らしが多いと考えられる。

世帯主の職業をみると、農林業（36.7%）、無職（31.7%）、が多くなっており、年
金のみ、もしくは年金＋農業により生活する世帯が多いと考えられる。

1 調査世帯の概要

平山地区、平山周辺地区 猪野々地区

調査に応じた 79 世帯の内訳をみると、東山地区 31
世帯（39.2%）が最も多く、以下、平山地区が 29
世帯（36.7%）、曽我部川地区 11 世帯（13.9%）、
大法寺地区 8 世帯（10.1%）となっている。



　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 受け入れ可能 33 41.8
 支援があれば受け入れ可能 8  10.1
 受け入れたいが不可能 6 7.6
 受け入れ不可能 17 21.5
 不　明 3 3.8
 無回答 12 15.2
 合　計 79  100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 別居家族なし 15 19.0
 香美市内に居住 17 21.5
 高知県内に居住 22 27.8
 県外に居住 6 7.6
 居住地不明 7 8.9
 無　回　答 12 15.2 
 合　計 79 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 受け入れ可能 30 50.0
 支援があれば受け入れ可能 3  5.0
 受け入れたいが不可能 9 15.0
 受け入れ不可能 11 18.3
 不　明 1 1.7
 無回答 6 10.0
 合　計 60  100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 別居家族なし 4  6.7
 香美市内に居住 17 28.3
 高知県内に居住 14  23.3
 県外に居住 5  8.3
 無回答 20  33.3
 合　計 60 100.0

表 3：別居家族の状況

表 4：疎開者受入の可能性 表 4：疎開者受入の可能性

表 3：別居家族の状況
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回答世帯の約 80% が別居家族を持っていると回答している。また、21.5% は香美
市内に居住、27.8% は高知県内に居住していると回答している。

― 回答世帯の半数が受入可能。事前の関係構築が受入増加のポイント ―

回答世帯の 41.8% が受入可能、10.1% は支援があれば受入可能と回答しており、
回答世帯の過半数は現時点では疎開者の受入が可能であると考えている。

2 南海地震時の疎開者受け入れの可能性

〔1〕被災者の受入意見 〔1〕被災者の受入意見

回答世帯 90% が別居家族を持っていると回答している。また、28.3% は香美市内
に居住、23.3% は高知県内に居住していると回答している。

― 回答世帯の半数が受入可能。事前の関係構築が受入増加のポイント ―

回答世帯の 50.0% が受入可能、5.0% は支援があれば受入可能と回答しており、回
答世帯の過半数は現時点では疎開者の受入が可能であると考えている。

2 南海地震時の疎開者受け入れの可能性

平山地区、平山周辺地区 猪野々地区



 16 4 0 6 1 27
 59.3% 14.8% 0% 22.2% 3.7% 100.0%
 8 3 3 7 1 22
 36.4% 13.6% 13.6% 31.8% 4.5% 100.0%
 6 1 1 2 0 10
 60.0% 10.0% 10.0% 20.0% 0% 100.0%
 3 0 2 2 1 8
 37.5% 0% 25.0% 25.0% 12.5% 100.0%

平　　山

東　　川

曽我部川

大 法 寺

受け入れ
可　　能

受け入れ
不 可 能

不 明 合 計支援があれば
受け入れ可能

受け入れた
いが不可能

　　　　　　　　　　　  　 度　数　　　　 　パーセント
関係性：親族 51 64.6%
関係性：友人 42 53.2%
関係性：顔見知り 40 50.6%
関係性：他人 32 40.5%

　　　　　　　　　　　  　 度　数　　　　 　パーセント
 県・市等 36 45.6%
 知り合い 29 36.7%
 親戚 35 44.3%

　　　　　　　　　　　  　 度　数　　　　 　パーセント
 県・市等 16 51.6%
 知り合い 20 64.5%
 親戚 21 67.7%

　　　　　　　　　　　  　 度　数　　　　 　パーセント
関係性：親族 28 71.8%
関係性：友人 25 64.1%
関係性：顔見知り 25 64.1%
関係性：他人 18 46.2%

〈地区別の疎開者受入の可能性〉

表 5：疎開を受け入れてもよい相手

表 6：誰からの仲介なら疎開を受け入れられるか 表 6：誰からの仲介なら疎開を受け入れられるか

表 5：疎開を受け入れてもよい相手
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地区別に受入可能性を比較すると、平山地区および曽我部地区で、それぞれ受入可
能と回答する世帯（「受入可能」＋「支援があれば受入可能」）の割合が 70% を超
えており、より受入可能性が高い地区であると考えられる。

親族 (64.6%)、友人 (53.2%)、顔見知り（50.6%）、他人（40.5%）の順に受入可
能性が低くなる。特に、「友人・顔見知り」と「（一度も会ったことがない）他人」
で受入可能性が約 10% も下がっており、平山地区において、南海地震後の被災者
の受入可能性を高めるには、事前交流を通じて、被災可能性がある都市住民と地区
住民が「顔見知り以上」の関係になっておくことが重要である。

県・市等（45.6%）、親戚（44.3%）がやや高いものの、仲介者によって疎開の受
入可能性は大きく変わらないことがわかった。

親族 (71.8%) だけでなく、友人、顔見知り（各 64.1%）程度の人間関係でも 6 割
以上の回答者が被災者を受入可能と回答している。
しかし、「（一度も会ったことがない）他人」になると受入可能性は 20% 近くも下がっ
ており、猪野々地区において、南海地震後の被災者の受入可能性を高めるには、事
前交流を通じて、被災可能性がある都市住民と地区住民が「顔見知り以上」の関係
になっておくことが重要である。

親戚（67.7%）、知り合い（64.5%）のやや高いものの、県・市による仲介でも、
過半数が疎開を受け入れると回答しており、仲介者によって疎開の受入可能性は大
きく変わらないことがわかった。

平山地区、平山周辺地区 猪野々地区



　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 1 ～ 3 名 25 33.8
 4 ～ 9 名 16 21.6
 10 名以上 4 5.4
 無回答 29 39.2
 合計 74 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 可能性がある 30 38.0
 わからない 9 11.4
 可能性はない 16 20.3
 無回答 24 30.4
 合計 79 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 可能性がある 18 30.0
 わからない 9 15.0
 可能性はない 21 35.0
 無回答 12 20.0
 合計 60 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 2,3 日 8 10.1
 1 週間 4 5.1
 1 ヶ月 14 17.7
 半　年 4 5.1
 半年以上 12 15.2
 わからない 7 8.9
 その他 3 3.8
 無回答 27 34.2
 合　計 79 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 1 ～ 3 名 14 23.3
 4 ～ 9 名 12 20.0
 10 名以上 3 5.0
 無回答 31 51.7
 合　計 60 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 2,3 日 1 1.7
 1 週間 7 11.7
 1 ヶ月 7 11.7
 半年以上 11 18.3
 わからない 4 6.7
 その他 3 5.0
 無回答 27 45.0
 合　計 60 100.0

表 7：疎開者の受入可能期間

表 8：疎開者の受入可能人数

表 9：別居家族の疎開の可能性 表 9：別居家族の疎開の可能性

表 7：疎開者の受入可能期間

表 8：疎開者の受入可能人数
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平山地区、平山周辺地区 猪野々地区

― 長期滞在、大規模受入可能な世帯もあり。別居家族を考慮した疎開計画を ―

世帯によるばらつきがかなり大きいものの、約 30% の世帯は、1 ヶ月以上の滞在
についても受入可能であると回答している。

１～ 3 名が 33.8% と最も多いものの、4 ～ 9 名も 21.6%、10 名以上も 5.4% 存
在しており、回答者の 25% 強は比較的大人数での受入にも対応可能であると考え
られる。

「わからない」を含めると回答世帯の約 50% で被災時に別居家族が疎開してくる可
能性があり、同地区の都市住民の疎開場所としての可能性を検討する際には留意が
必要である。一方で、別居家族を被災時の疎開や事前交流を実施するための「地域
と都市住民の縁を結ぶキーパーソン｣ として活用することも可能であろう。

― 長期滞在、大規模受入可能な世帯もあり。別居家族を考慮した疎開計画を ―

世帯によるばらつきがかなり大きいものの、約 30% の世帯は、1 ヶ月以上の滞在
についても受入可能であると回答している。

１～ 3 名が 23.3.% と最も多いものの、4 ～ 9 名も 20% 存在する。10 名以上も 5.0%
存在しており、回答者の 25% 強は比較的大人数での受入にも対応可能であると考
えられる。

「わからない」を含めると回答世帯の 45% で被災時に別居家族が疎開してくる可能
性があり、同地区を都市住民の疎開場所として検討する際には留意が必要である。
一方で、別居家族を被災時の疎開や事前交流の「地域と都市住民の縁を結ぶキーパー
ソン｣ として活用することも可能であろう。

〔2〕受入可能期間／人数 〔2〕受入可能期間／人数



　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 母　屋 25 31.6
 離　れ 2 2.5
 その他 4 5.1
 無回答 48 60.8
 合　計 79 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 あ　る 19 24.1
 な　い 25 31.6
 その他 1 1.3
 無回答 34 43.0
 合　計 79 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 あ　る 3 5.0
 な　い 5 8.3
 その他 2 3.3
 無回答 50 83.3
 合　計 60 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 母　屋 11 57.9
 離　れ 2 10.5
 その他 1 5.3
 無回答 5 26.3
 合　計 19 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 母　屋 2 3.3
 その他 4 6.7
 無回答 54 90.0
 合　計 60 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 母　屋 37 61.7
 離　れ 8 13.3
 無回答 15 25.0
 合　計 60 100.0

表 10：疎開者の受入場所

表 11：改修すれば被災者を受け入れるスペースがあるか 表 11：改修すれば被災者を受け入れるスペースがあるか

表 12：改修すれば被災者を受け入れられる場所 表 12：改修すれば被災者を受け入れられる場所

表 10：疎開者の受入場所
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― 大多数が母屋での受入を想定。
被災者受入のための改修には、支援メニューの提示が必要 ―

多くの世帯が、母屋での受入を想定しており、離れ、その他（テント等）での受入
は検討されていない。一方で、疎開者の受入可能としながらも、実際の受入場所が
想定できない世帯も少なからず存在する。

回答世帯の約 25% が、改修をすれば被災者を受け入れるスペースがあると回答し

ている。

「改修すれば被災者を受け入れるスペースがある」と答えた回答者に、具体的に、ど

こに受け入れ可能かを聞いたところ、60% 弱（11 世帯）が母屋と回答している。

― 母屋に加えて、離れを活用できる可能性 ―

母屋が 61.7% と過半数を占めているが、「離れ」も 13.8% を占めている。平山地
区と異なり、「離れ」が疎開の受入場所として機能する可能性がある。

　　　　　　　　※回答者の 83.3% が無回答のため考察から除外

　　　　　　　　※回答者の 90.0% が無回答のため考察から除外

平山地区、平山周辺地区 猪野々地区

〔3〕受入場所 〔3〕受入場所



　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 片付け 6 31.6
 大規模 6 31.6
 その他 4 21.1
 不　明 2 10.5
 無回答 1 5.3
 合　計 19 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 片付け 2 3.3
 大規模 2 3.3
 その他 5 8.3
 不　明 1 1.7
 無回答 50 83.3
 合　計 60 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 全額負担 2 10.5
 半額負担 3 15.8
 無負担 3 15.8
 不　明 4 21.1
 その他 2 10.5
 無回答 5 26.3
 合　計 19 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 全額負担 2 3.3
 無負担 6 10.0
 不　明 2 3.3
 無回答 50 83.3
 合　計 60 100.0

表 13：改修の程度 表 13：改修の程度

表 14：改修に必要な行政補助 表 14：改修に必要な行政補助
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平山地区、平山周辺地区 猪野々地区

「必要な改修の程度」としては、「片づけをするぐらい」（31.6%、6 世帯）、「屋根な
どの大規模改修」（31.6%、6 世帯）に二極化している。

「改修に必要な行政補助」については、全額負担から半額負担まで多様であるが、不

明、その他も多くなっている。このことから、回答者自身が、改修のために必要な

負担を理解できているとは言いがたい。

平山地区で、被災者受入のための改修を増やすためには、まずは行政の側から、総

工事費用と住民負担額など、助成内容をわかりやすく伝える支援メニューの提示が

必要である。

　　　　　　　　　※回答者の 83.3% が無回答のため考察から除外

　　　　　　　　　※回答者の 83.3% が無回答のため考察から除外



　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 耐震補強している 13 16.5
 わからない 4 5.1
 耐震補強していない 52 65.8
 無回答 10 12.7
 合　計 79 100.0

　　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 補助があれば耐震補強する 13 16.5
 補助があっても耐震補強しない 38 48.1
 不　明 9 11.4
 その他 2 2.5
 無回答 17 21.5
 合　計 79 100.0

　　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 補助があれば耐震補強する 1 1.7
 無回答 59 98.3
 合　計 60 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 耐震補強している 12 20.0
 わからない 2 3.3
 耐震補強していない 42 70.0
 無回答 4 6.7
 合　計 60 100.0

表 15：耐震補強の実施率

表 16：補助があれば耐震補強するか 表 16：補助があれば耐震補強するか

表 15：耐震補強の実施率
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― 新想定を踏まえた、耐震診断と耐震補強の推進が必要 ―

耐震補強をしている世帯は、回答者全体の 20% に満たない。
東日本大震災を受けた内閣府の新想定では、最大想定として、平山地区も震度 6 強
以上の揺れが想定される可能性がある。平山地区を都市住民の「疎開地区」として
活用するには、地区全体で耐震診断と耐震補強を進める必要がある。

回答者の半数近くが、「補助があっても耐震補強しない」と回答している。これは、
高齢者が多く、子世代の多くが家を継がない可能性が高いためと考えられる。財政
上の問題は大きいものの、住民の安全確保と都市住民の避難場所の確保の両面から、
平山地区を含め、高知市の後背エリアの耐震診断・耐震補強が必要となる。

― 新想定を踏まえた、耐震診断と耐震補強の推進が必要 ―

耐震補強をしている世帯は、回答者全体の 20% である。
東日本大震災を受けた内閣府の新想定では、最大想定として、猪野々地区も震度 6
強以上の揺れが想定される可能性がある。猪野々地区を都市住民の「疎開地区」と
して活用するには、地区全体で耐震診断と耐震補強を進める必要がある。

　　　　　　　　※回答者の 98.3% が無回答のため考察から除外

平山地区、平山周辺地区 猪野々地区

〔4〕耐震性のリスク 〔4〕耐震性のリスク



 17 3  6 1 27
 63.0% 11.1% 22.2% 3.7% 100.0%
 11 7 6 0 24
 45.8% 29.2% 25.0% 0% 100.0%
 7 2 1 0 10
 70.0% 20.0% 10.0% 0% 100.0%
 3 2 3 0 8
 37.5% 25.0% 37.5% 0% 100.0%

平　　山

東　　川

曽我部川

大 法 寺

交流したい わからない 交流した
く な い

合 計合 計

　　　　　　　　　　　  　 度　数　　　　 　パーセント
 あ　る 59 74.7
 な　い 10 12.7
 その他 1 1.3
 無回答 9 11.4
 合　計 79 100.0

　　　　　　　　　　　  　 度　数　　　　 　パーセント
 あ　る 47 78.3
 な　い 7 11.7
 その他 1 1.7
 無回答 5 8.3
 合　計 60 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 交流したい 38 48.1
 わからない 14 17.7
 交流したくない 16  20.3
 その他 1 1.3
 無回答 10 12.7
 合　計 79 100.0

　　　　　　　　　　　　　度　数　　　　　パーセント
 交流したい 29 48.3
 わからない 13 21.7
 交流したくない 13  21.7
 無回答 5 8.3
 合　計 60 100.0

地区別の「疎開を見据えた都市住民との農業交流」に対する意見

表 18：農地所有の有無 表 18：農地所有の有無

表 17：「疎開を見据えた都市住民との農業交流」に対する意見
表 17：「疎開を見据えた都市住民との農業交流」に対する意見
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― 交流意欲の高い、曽我部川、平山地区 ―

被災時の避難者受入を前提とした、普段からの都市と農村との交流について賛否を
聞いたところ、回答世帯の 48% が「交流したい」と回答しており、半数近くの住民が、
交流に賛成であることが明らかになった。

地区別に比較すると、曽我部川地区で 70%、平山地区で 63% の回答者が「交流を
したい」と回答しており、両地区で、避難者受入を前提とした都市・農村交流への
意欲がより高いと考えられる。

回答者全体の 74.7% が農地を所有しており、規模の差はあるものの、平山・平山
周辺地区には事前の農業交流に必要な土地は一定存在するといえる。

― 交流意欲の高い、猪野々地区 ―

被災時の避難者受入を前提とした、普段からの都市と農村との交流について賛否を
聞いたところ、回答世帯の 48% が「交流したい」と回答しており、半数近くの住民が、
交流に賛成であることが明らかになった。

回答者全体の 78.3% が農地を所有しており、規模の差はあるものの、猪野々地区
周辺地区には事前の農業交流に必要な土地は一定存在するといえる。

平山地区、平山周辺地区 猪野々地区

3 疎開を見据えた都市住民との交流の可能性 3 疎開を見据えた都市住民との交流の可能性



2322

・回答世帯の過半数が、現時点で疎開者の受入意欲を持っている。

・平山地区および曽我部川地区で、受入可能世帯が 70% を超えており、
より受入可能性が高い地区である。

・約 30% の世帯は、1 ヶ月以上の滞在を受入可能である。また、25%
の世帯は 4 名以上の受入が可能である。

・多くが、母屋での受入を想定しており、離れ、その他（テント等）は
検討されていない。一方で、疎開者の受入意欲がありながら、受入場
所が想定できない世帯も少なからず存在する。

・被災者受入のための改修を促進するには、行政として支援メニューの
提示が必要である。

・「友人・顔見知り」と「（一度も会ったことがない）他人」で受入可能
性に 10% 近くも差がある。南海地震後の被災者の受入可能性を高める
には、事前に、都市住民と地区住民が「顔見知り以上」になることが
大切である。

・41% の世帯で被災時に別居家族が疎開してくる可能性がある。一方で、
別居家族を被災時の疎開や事前交流時の「地域と都市住民の縁を結ぶ
キーパーソン｣ として活用することも可能である。

・新想定では、平山地区も震度 6 強以上の揺れが想定される可能性がある。

・住民の意向は低いが、行政は戦略的に、平山地区など高知市の後背地
の耐震補強を進める必要がある。

・半数近くの住民が、「疎開を見据えた都市住民との農業交流」に賛成で
ある。特に曽我部川地区および平山地区で、交流への意欲が高い。

・回答者全体の 74.7% が農地を所有しており、平山・平山周辺地区には
事前の農業交流に必要な土地は一定存在する。

平山地区、平山周辺地区
調査結果の要旨

猪野々地区
調査結果の要旨

・ 回答世帯の過半数は現時点では疎開者の受入意欲を持っている。

・約 30% の世帯は、1 ヶ月以上の滞在についても受入可能である。また、

25% の世帯は 4 名以上の受入が可能であると回答している。

・受入可能世帯の多くが、母屋での受入を想定しているが、約 1 割の世

帯では離れの活用も可能である。

・「友人・顔見知り」と「（一度も会ったことがない）他人」で受入可能

性に 20% 近くも差がある。このことから南海地震後の被災者の受入可

能性を高めるには、都市住民が地区住民と事前に「顔見知り以上」の

関係となることが大切である。

・45% の世帯で被災時に別居家族が疎開してくる可能性がある。一方で、

別居家族を被災時の疎開や事前交流を実施するための「地域と都市住

民の縁を結ぶキーパーソン｣ とし活用することも可能である。

・新想定では、猪野々地区も震度 5 強以上の揺れが想定される可能性が

ある。行政は戦略的に、猪野々地区など高知市の後背地の耐震補強を

進める必要がある。

・半数近くの住民が「疎開を見据えた都市住民との農業交流」に賛成で

ある。

・回答者全体の 78.3% が農地を所有しており、規模の差はあるものの、

猪野々地区には事前の農業交流に必要な土地は一定存在する。
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高知新聞を除き複写・複製は可能です。積極的にご活用下さい。




